
令和6年度ICT導入支援事業

大阪府では、介護現場における介護ソフトータブ、レット端末等(以下r1 C T Jという。)の導入支援を行うことにより、
介護記録・情報共有・報酬請求等の業務の効率化を図り、介護従事者の負担軽減等による雇用環境の改善、離職防止

及び定着促進に資することを目的に、 ICT導入支援事業補助金を交付します。

く支援内容(予定}> 
・補助総額:ア議途不燃※昨年度366，275千円

・補助対象者:介護保険法による指定又は許可を大阪府内で受け、介護サービスを提供する事業者

圃補助割合:以下の事業所規模に応じた補助額を上限に対象経費の3/4*を補助

*令和6年度は、補助率は一律、 3/4となりますが、令和7年度以降は、 1/2または 3/4の補助率になる可能性があります。

職員数 補助上限額

1名以上 10名以下 1，000，000円
11名以上20名以下 1，gQ_Q_LQOO円
21名以上30名以下 2，000，000円
31名以上 '2，60QlQQQ円

-補助対象機器:タブ‘レッ卜端末、スマートフォシ、ソフトウエア、ネットワーク機器の購入・設置、クラウドサービス、

保守・サポート費、導入設定、導入研修に要する経費等

-事前エントリー期間: 6月"'7月予定

昨年度同様、交付申請の前に Webによる事前エントリー制を導入します。

(先着順ではありません)

※詳細は6月中にホームページを更新する予定です。

-交 付 申 請:事前エントリーされた事業所について、予算の範囲内で抽選し、当選した事業所分のみ交付申請を
受け付けます。

女注意事項女

※エントリー後の抽選の結果、交付申請書類を提出しても、機器や施設が補助対象外の場合は「不交付Jとなります。

※エントリーに際しては「要綱J、「手引きJ、rQ&AJ等で補助の対象かどうかをご確認ください。

(電話でお問い合わせをいただいてもバシフレッ卜等を確認しなし1と判断できない場合があります。)

ICTを導入することにより、業務の効率
化、生産性の向上に取組んでみませんか?

介護記録や請求業務等に割く時聞を短縮
することにより、利用者ヘより質の高いケアを行
う時間も確保できます。

ぜひ ICT導入支援事業補助金の活用を
ご検討ください。

【問い合わ世先】大阪府福祉部高齢介護室介護事業者課整備調整グループ 06圃6944・7104(直通)



令和6年度介護ロボット導入支捷事業

大阪府では、介護現場の入手不足が喫緊の課題となる中、1介護従事者が介護ロボット等を活用して、業務の効率化や

改善を進め、介護従事者の業務負担の軽減や職場定着を図り、ひいては介護サービスの質の維持・向上につなげられるよ

う、介護ロボッ卜導入支援事業補助金を交付します。

<支援内容(予定)> 
・補助総額:議J遠藤誠実務苓龍、※昨年度300，583千円'
・補助対象者: 介護保険法による指定又は許可を大阪府内で受け、介護サービスを提供する事業者

(居宅介護支援事業者、介護予防サービス事業者は除く)

・補助割合: 導入費の3/4※ただし上限あり(以下「・上限額」表参照)吟和6年度は、補助率は一
律、 3/4となりますが、令和7年度以降は、 1/2または3/4の補助率になる可能性があります。

-補助対象:以下 (1) rv (3) 

(1) 介護口iK~卜機器

①移乗介護(装着型・非装着型)

②移動支援

③排池支援

④見守り・コミュニケーション

⑤入浴支援

⑥介護業務支援
入浴支援

①~⑥のいずれかの場面において使用され、介護従事者の負担軽減効果のある介護ロボッ卜

(2)箆噂号機襲撃母導入iこ縛う通信環境整備 (WトFi環境の整備、イシ力ム、見守りセンサー等の情報を
介護記録に予文子五運動させる1情報連携のネットワーク構築経費等)

(3)その他{来議} 介護従事者の身体的負担の軽減や、間接業務時間の削減等につながる業務の効
半化なと、介護徒事者力鴻陸続して就労するための環境整備として有効であり、介護サービスの質の向上に
つながると大阪府が判断した機器等

-補助上限額: 機器1台あたり

介護ロボッ卜

-移乗支援(装着型・非装着型)

.入浴支援
上限100万円

・上記以外 上限30万円

見守り機器の導入に伴う通信環境整備

-事前エントリー期間: 6月"'7月予定

昨年度同様、交付申請の前に Webによる事前工〉トリー制を導入します。(先着順ではありません)

-交 付 申 請:事前エントリーされた事業所について、予算の範囲内で抽選し、当選した

事業所分のみ交付申請を受け付けます。

実注意事項大

※王シトリー後の抽選の結果、交付申請書類を提出しても、機器や施設が補助対象外の場合は「不交付Jとなります。

※エント1)ーに際しては「介護ロボッ卜とはJや「各機器の定義J、また「手引き」やfQ&AJで補助の対象かどうかをご確認ください。
(電話で、お問い合わせをいただし叱も}'I.ンフレット等を確認しないと判断できない場合があります。)

【問合せ先】大阪府福祉部高齢介護室介護事業者課整備調整グループ 06・6944-7104(直通)
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介護サービス情報の公表制度について

介護サービス情報の公表制度とは、介護サービスの利用者やその家族等が適切にサー

ビスを選択できる機会を提供するために、介護サ-~ビス事業者から報告があった事業

所・施設の情報を、国がインターネット上で提供する「介護サービス情報公表システム」

において公表する制度です口

介護保険法第 115条の 35により、介護サービス事業者には報告の義務が課せられて

います。

ここでは大阪府の取扱いを紹介しています。

政令指定都市(大阪市、堺市)に所在する事業所、施設については、両市が情報

公表事務の権限を有していますので、取扱いが異なることがあります。

- 介護サービス情報の公表対象事業者

介護サービス情報の公表は、毎年度、大阪府が策定する計画に基づき実施されます。

報告対象事業者は、自らの責任において適正な報告を行う必要があります口

【報告対象事業者】

①計画に定める基準日前の 1年間において、提供を行った介護サービスの対価として

支払いを受けた金額が 100万円を超える事業者

②新規に指定又は許可を受けて介護サービスの提供を開始する事業者

- 情報公表手数料

1サービスにつき 2.000円の手数料が必要です。

大阪市、堺市も同額です。(令和4年4月現在)

ー公表事務の流れ
① 7月から 10月にかけて順次、大阪府指定情報公表センターから報告対象事業者に、

情報を入力するために必要な ID・パスワードを記載した通知文書、手数料の払込

票等を送付します。

②報告対象事業者は、公表システムにログインし、情報を入力し、期限までに報告を

完了します。併せて、送付された払込票により、コンビニで手数料を納付します。

③指定情報公表センターでの手数料の入金及び報告内容の確認が完了すると、公表シ

ステム上で報告内容が公表されます。

※報告対象事業者には通知文書が送付されますので、届かなかった事業者は報告する必

要はありません。ただし、指定情報公表センターに自ら申請し、手数料を納付するこ

とにより、公表システム上で介護サービス情報を公表することができます。
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介護サービス情報の公表の流れ

|利用者及びその家族等l

介護サービス情報公表システムサービス事業所・施設情報の
閲覧・比較、選択

③情報の確認・
公表

|太阪府指定情報公表センター|
(民間事業者〉|介護サービス事業者|

②情報公表手数料の納付砂

公
表
手
数
料
の
払
込
み

公
表
事
務
の
委
託
/

ua 

① ID・ハ。スワードの発行

詳しくは大阪府のホームページを御覧ください。

}lttぉ:llwww.pref.osaka.lgj話会認知主主ido/kohvoもoD/index.ht立11
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主}5道警警塁審構韓共事警告訴えヂムとiま

災害発生時に、介護施設・事業所等(以下、 「介護施設などJという)め被災状況を介護
施設等と自治体、国(厚生労働省)の聞で情報共有するためのシステムです。国を通じて

被災状況の報告を求められた際に、介護施設等のパソコンやスタッフのスマートフォンを
使って、介護施設等の被害状況を的確に、簡単に知らせることができます。

自治体・国では、介護施設等から報告された被災状況を速やかに確認・把握した上で、
必要な支援につないでいくことができます。

車}霊童重義構事量韓関フ宮支豊

{このシステムでは3
，介護護襲撃雲愛護撃の殺さん鴻A;.'Vートフ*ンや
パソコンで襲撃講義に警護J畿で慈悲す

・機絞殺が豪雪織に議総体長之総わザミます
救畿j金持でや議議義憲十、総務警察部重量畿が豪華織さ
れ3援す

1 .災害時情報共有システム Cht絵本I/W¥NVV.kaiq時器開挑む.mhlw.do.iolhoukokul27/)にログイン
する。 ID.PWは、従前通り情報公表システムにログインするものと閉じです。
システム入力方法が不明な場合は、介護サービス情報公表センター(電話06・6762-9476)
までお問い合わせください。

2.基本情報欄にγ、法人名称など必要項目を入力し、運営情報欄及び緊急連絡先(担当者名、 2

電話番号、メールアドレス)が入力されているかを確認する。未入力や古い情報の場合は、
適宜修正を行ってください。

3.登録内容を確認し、未入力箇所を登録し確定する。

長災害発生時の被災情報につきましでは、情報の公表と間じく事業所ごとに入力いただく必要があり ι 入
所施設に併設の短期入所生活介諦事業所や同一建物にある温所介諦事業所であってもそれぞれに入力し

てくださいム

本件についてのお問合せは、大阪府福祉部高齢介護室介護事業者課居宅Gまで (806-6944-7095) 5 



大阪府所管の居宅サービス介護事業所の皆さま

厚生労働省では、介護サービスに係る指定及び報酬請求(加算届出を含む。)に関連する申請

届出について、介護事業者が全ての地方公共団体に対して所要の申請届出を簡易に行うことがで

きるよう、 「電子申請届出システム(以下、本システム)Jの運用を開始しました。
大阪府でち、令和7年3月より、 「電子申請届出システム」による介護事業所の指定申請等の

受付を順次開始する予定です。(※大阪府の所管外の事業所については、各指定権者ヘご確認ください。)

・介護事業所の文書負担軽減につながります

-本システムより受付可能な電子申請・届出の種類
※大阪府所管の事業所におけるシステム受付は、 3月 1日付の指定更新申請から順次開始します。

様式・付表の 11 添付書類も一緒(2提出
ワエブ入力ができます! 日 することができます、!

-本システム利用時の画面イメーラ

指定権者によって実際の画面とは異なる場合があります。詳細はホームページをご確認ください。

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/ 

き等鋒噂主主主 丸“

登記事項証明書のご提出の際には、法務省「登記情報提供サービス」をご利用ください。

*'議終

1!1~埼姻

諒鶴
1!1~~通量



大阪府所管の居宅サービス介護事業所の皆さま

-本システムは、 gBiz，ID (プライム)よりログイシいただきます。

gBiz 10は、法人・個人事業主向け共通認証システムです。
gBiz 10を取得すると、一つの10・パスワードで、複数の行政サービスにログインできます。
本システムのロクイシの際に也、 gBizIDア力ワシトをご使用いただきます。
本システムでご利用できるGピズ10のア力ウン卜種類は、 igBiz 10プライムJと igBiz10メン
ノ〈ーjのみになりますD

【本システムのログイン画面イメージ)

.gBiz ID (フライム)の申請の流れ

本システムの利用のためには、まず、gBiz10プライムの申請が必要です。
-(gBiz 10メンバーのアカウントは、 gBiz10プライムが作成します。)
gBiz 10プライムの申請の流れは以下の通りです。
gBiz 10プライムは書類審査が必要であり、審査期間は原則、 2週間以内のため、予めIDを取得
しておくことをお勧めします!

アカウント申請
に必要なちのを
準備する

て
ラ
を

に
プ
書
る

ン
D
請
す

コ
づ
申
成

ソ
肱
ム
作

パ
g
イ

申請書を印刷

し・押印する¥

申請書と印鑑

(登録)証明

書を郵送する

審査完了

メール受取り
パスワード
登録完了

• gBiz IDは電子申請届出システム以外の省庁・自治体サービスでもご活用い
ただけます。

【gBiz10を活用して利用できる代表的な省庁サービス】 (令和5年8月時点)

-詳細についてはデラタル庁 gBizIpホームペーラ (httos://abiz-
id.ao.jo/top/)をご参照ください。
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大臨時

田智

弘醐

串介護現襲警の主主霊童性i蒔上って鰐かもやればいいの?

串介護院議、ツト.ICTってどん指もの?どん本場

書議事審や襲警護震が多いが、効率化で窓生広いか?

嘩人材礎畿に醸する3定壌汚器、機談先警告知ったい

露関投

構罪悪霊堂時開:10:0告..._17:0告

※{本類語:月3豪語・年来年始

※椙談震への諮談を季語饗される場合試事前にと選総ください。

お関い合わせ/τ告I:告患品抗争52引
陥ail:鵠i鵠丹密議告訴♀sS.grJp



霊童護霊量豊富襲撃襲豊富喜 襲撃喜重量霊霊童襲霊童護憲露襲霊

~ 
介護テクノ口ジーや介護現場部生産性向上部方法に関する

ブト欝麓壊からの懇談に対臨します。介護口iti、ツト・ICTの製

品構報や導入事錦、業務員支善方法の紹介等を行います。

※来壌が難しい場合誌、オンライン(霊童話・メー}[".WE話会議)での調

設も可能です。

党体験懇話介護oポット一塁審議夜、WE告すイト{ζ議載中
介護口7官、ツトiこ触れ、体験することが出来る麗示スペー

スです。お気豪華にと毘学ください。

[移譲搬 )r沿っ蛾;
食事護主民主等鑓介護岱ポットー欝議在、Y官邸サイトiこ議霊堂中

介護Qポットを試しに穫ってみたいという介護審議所等

に対し、試爵貸出を行うための機発企業へお費支り次ぎを

行います。

※費出料は無料ですが、送料等の翼費

負担が発生する場合があります。

※麓出期間や台数、翼賛、保験加入

などは企業との相談になります。

※取り次ぎは2025年2月来までを
予定しています。

輔機軸欝

織縫軸

線踏織密議

繕織縫幾議題豊

介護Qmット等の有効活関を挺進するためのセミナーを
襲擁しています。震用環境改善や人材確保を語的とした介

護口ポット・ ICT機器(介護γフト、タブレyト端末等}の

導入に向けて、導入蔀の準舗と滞期;ミデツブ、大阪府介護

口mット・ ICT導入繍動金の説瞬毒事を行います。



介護職員による曙療吸引等を実施する際の注意事項

社会福祉士及び介護福祉士法に基づき介護職員による略疾吸引等(略疲吸引や経

管栄養)を実施する場合には、利用者の安全のため、次の点に注意し、適切に実施

してください。

(注)事業者登録申請日当日の曙疾吸引等は原則実施できません。必要な体制、書

類等を準備し、余裕をもって申請してください。

※登録塔疾吸引等事業者・・・介護福祉士が塔疾吸引等を行う事業者で、介護福祉士に

対する実地研修が実施できる事業者

※登録特定行為事業者・・・・認定特定行為業務従事者 (1認定証」を持った介護職員)

が特定行為(略疾吸引等)を行う事業者

2 曙疲吸引等を実施できる介護職員

(注)特別養護老人ホーム等における経過措置による認定者は胃ろうによる経管

栄養の接続、注入はできません。

曜夜吸引等(特定行為)の実施に当たっては、適切な業務運営がなされるよう、

定期的(年 1回以上)に自1主点検を行い、その結果の保存をお願いします。詳しく

は大阪府のホームページを御覧ください。

【高齢介護室 曙疲吸引等業務登録申請についてのお知らせ】

http:11糊暫.pref. osaka. I g. j p/kor程ishis岳民u/tankyui nJuio知teil

《相談・受付窓口〈高齢者福祉サービスに関するちの))) 

大阪府福祉部高齢介護室施設指導グループ 曙疲吸引等事業担当

騒06-6941-0351 内線4495
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リ社会保障制度の原則である保険優先の考え方の下、サービス内容や機能から、障害福祉
サービスに相当する介護保険サービスがある場合は、原則介護保険サービスに係る保険給
付を優先して受けることになる口

、、、}〆〆r

I (2)介護給付費等と介護保険制度との適用関係

I i市町村lま、介護保険の被保険者(受給者)である障害者から障害福祉サービスの利用に係る支給申請があった場合は、個別のケースに
i応じて、申請に係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービスにより適切な支援を受けることが可能か否か、当該介護保険サービス
に係る保険給付を受けることが可能か否か等について、介護保険担当課や当該受給者の居宅介護支援を行う居宅介護支援事業者等と
も必要に応じて連携した上で把握し、適切に支給決定すること。

②介護保険サービス優先の捉え方

アサービス内容や機能から、障害福祉サービスに相当する介護保険サービスがある場合は、基本的には、この介護保険サービスに

係る保険給付を優先して受けることとなる。しかしながら、障害者が同様のサービスを希望する場合でも、その心身の状況やサービス

利用を必要とする理由は多様であり、介護保険サービスを一律に優先させ、これにより必要な支援を受けることができるか否かを一概
に判断することは困難であることから、障害福祉サービスの種類や利用者の状現に応じて当該サービスに相当する介謹保険サービス
を特定し、一律に当該介護保険サービスを優先的に利用するものとはしないこととする円

したがって、市町村において、申請に係る障害福祉サービスの利用に関する具体的な内容(利用意向)を聴き取りにより把握した上
で、申請者が必要としている支援内容を介護保険サービスにより受けることが可能か否かを適切に判断すること。

「障害者総合支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について(平成19年通知)J

③具体的な運用

申請に係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービスにより必要な支援を受けることが可能と判断される場合には、基本的に

は介護給付費等を支給することはできないが、以下のとおり、当該サービスの利用について介護保険法の規定による保険給付が受け
られない場合には、その限りにおいて、介護給付費等を支給することが可能である。

ア在宅の障害者で、申請に係る障害福祉サービスについて当該市町村において適当と認める支給量が、当鞍障害福祉サービス
に相当する介誇保険サービスに係る保険給付の居宅介護サービス費等区分支給限摩基準語の制約から‘介護保障のケアプラ
ンょにおいて介謹保険サービスのみによって確保することができないものと認められる場合。

イ 禾IJ用可能な介誇保険サービスに係る事業所文は施設が身近にない‘あっても刺用定員に空きがないなど‘当設障害者が婁

際に申請に係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービスを利用することが困難と市町村が認める場合(当該事情が解消
するまでの聞に限る。)。

「障害者総合支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について(平成19年通知)J

状態の変化によりサービスの必要量が増減する場合があるが、介護保険利用前に必要とされていたサービスが、介護保険利用開始
前後で大きく変化することは一般的には考えにくいことから、個々の実態に即した適切な運用をお願いしたい。

「平成26年3月障害保健福祉関係主管課長会議」

イサービス内容や機能から‘介謹保険サービスには相当するものがない障害福祉サービス固有のものと認められるもの(同行撞 i 
E 議行動援護、自立訓練(生活訓練)、就労移行支援、就労継続支援等)については、当該障害福祉サービスに係る介護給付費 : 

i 筈存支給するn A ! 

1 

「障害者総合支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について(平成19年通知~_J__i 2 
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大阪府

高齢者虐待問止法〈以下、「法」という。)では、高齢者を介護している議護者(家族など〉による虐待だ

けではなく、福祉・介護サービス業務の従事者等(以下、「介護サービス従事者」という。〉による虐待の防

l上についても規定しています。(法第三苦言)

虐待jこつながるような不適切なケアが生じないよう、介護サービス従事者一人ひとりが介護について正し

い知識・技術を身につけるととちに、職場全体で高齢者虐待をなくす取り組みを進めましょう。

※有料老人ホームに該当官るちの

直接介護・看護に据わる職員はちちろん、上記の蹴i患で働くすべての方(経嘗者・管理者・事務員・ケア
マネジャーなど)が対象となります。

大阪府福祉部高齢介護室介護支援課

高齢者虐待は、さまざまな発生要因があります。『平成30年度高齢者虐待防止法!こ基づく対応状況等に関

する調査結果(全国)H国〉によると、発生要因はf毅脊・知識・介護技術等仁関する問題」が最ち多く、次いで「職
員のストレスや感情コントロールの問題」が多くなっています。

高齢者虐待を防ぐためには、介護サービス従事者が介護に関する正しい知識・技術を身につけたり、「虐待J

や「不適切なケア」がないかなどを職場全体で話し合っていくことが大切です。

教育・知識・介護技術等仁関する問題

職員のストレスや感情コントロールの問題

倫理観や理怠の欠如

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ

虐待を納長する組織風土や織員間の関係の慈さ

虐待を行った職員の性格や資質の問題 轡灘欝欝 8.3%

o 10 20 30 40 50 60 70 (%) 

以下の行為i革、高齢者虐待の具体例で90

口利用者の合意なしに財産や金銭を使用するピ制限する、処分する

口金銭や物品主主盗む、一時的に借用する

口利用者がら預かつだ金銭で職員のものを買う



回一‘
む2

身体拘束は、緊急やむを得ない揚合を除さ身体的虐待にあたります。

拘束の具体例

ロ転落しないよう、率いすやいす、ベッド!こ体幹や四肢をひも等で縛る

口脱衣やおむつはずしを制限するため、介護衣〈つなぎ服〉を着せる

口他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る

口行動を落ち着かぜる1ξめに、向精神薬を過剰に服用さぜる
ロ自分の意思で開けることができない居室等に隔離する

口「動かないで!J r立だないで!J r黙って!Jといっ疋スピーチロック
(言葉による拘束)によって言動を制限する

やむを得ない揚台とは?

緊急やむを得ない揚合とは、以下の3要件を全て満teす揚合になります。

0切迫性:利用者本人又は地の利用者等の生命または易体が危践にさらされる司能性が著レく
高いこと

O非代替性:身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと
0一時性:身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること

3要件に加え、以下の措置を講じる必要があります。
、¥

/ ・1固人ではなく職場全体で判断する : 

j ・時間や本入の状況、緊急やむを得ない理由を記録する j 

j -身体拘束の内容、目的、時間、期間などを本人や家族仁対して十分に説明し、理解を求める ; 

; ・観察と再横討を定期的に行い、再評価する(斗必要がなくなれば、速やかに解略する) i 

Lゴ'l:$}~ßでC:O);緊!?rrT!竺:}ÎmJB~I;:~翌三三fi--………………………j

高齢者虐待を見つけたときは、速やかに市町柑に通報・相談しましょう。〈地域包括支援センターでち相識・

通報は受け柑けています)

介護サービス従事蓄は、自分の働いてし1る職場で高齢者虐待を発売しだ場合、生命易体への重大な危践が

あるか否かに関わらず、市町村への通報義務があります。(法第2'1条第1~員)

介護サービス従事者は高齢者介護の専門職であり、高齢者への虐待は決レて許されません。あなだの行動

で救われる高齢者がいます。勇気をだレて通報・相談レてください。

だの通報・相談先は -抱説先がわからないときは

大阪府高齢者虐待

等による不利話取り扱いの禁止

0通報等を行うことは「守秘義務違反」にはなりません。〔法第21条言者6犠〉

0通報したζとによって、解媛その他の不利益な扱いを受けることを禁じています。(法第2'1 条第 T{~)

定期的に自己点検を行いましょう。ま疋、チェックが入らないところがあれば、職場で話し合いましょう。

1.施設・事業所内外の研修

ロ施設内で勉強会や研修会に出席し、知識や技術を学んでいる

口他の施設の見学や、外部の研修を受けている

2.チームアブローチ

口職揚で函つ疋ことがあっt'e.とき、相訟できる環境がある
口利用者に合つ疋支援方法を話し合い、情報共有ができている

3.ケアの繋閣知識

口どのようなことが高齢者虐待や身体拘束にあたるのかを知っている

口認知症のケアの方法を学び、実践している

口虐待を発売しE揚合の通報・相談先を知っている

1鵠設・議事業所内外の研修

口施設内で勉強会や研修会など、職員が知識や技術在学(5i機会をつくっている
口職員が他の施設の見学や、外部研修に行く機会をつくっている

2.チームアブローチ
口組織とレて、ヒヤリハットの検討・共有をしている

口職員間で報告や栂談の方法を決めている

口虐待防止や身体拘束暁止について話し合う機会をちっている

ロケアに関する相談をしやすい環境・体制ができている

3.職員の主主m.ストレス
ロ職員一人ひとりの業務内容を把握している

ロ職員の意見を聞く機会を組織としてつくっている

口職員の負担やストレス仁気づけるよう、定期的に現場を訪れて職員とコミュニケーショツを

とっている

ふ苦情路建に関する設銭会等の設謹 e濃密

口利用者、家族、外部の人(ボランティア、介護相部員、第三者委員など〕の意見を聞く機会を

ちっている

口苦情に対応する体制(利問者家族との運営懇談会、意見箱など)を整備し、周知レている

法第20条では、少なくとも以下の2つは行うべきこととして明記されています。

@介護サービス従事者への研修を実施し、知識や技術を習得する機会を設けること

@利用者や家族からの苦情処理体制の整備をすること

高齢者虐待を未然にまだは再発を防ぐには、介護サービス従事者が介護ケアの置を向上していくととちに、

組織の運営・体制を整備することが大切です。介護サービス従事者のひとりとして、また職場全体として高

齢者虐待をなくす取り組みを実践していきましょう。

令耳目2年3月銭行
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*:このリーフレットマ紹介した例や、ケースごとの考え方など

詳しく知り存い方はこちら

小説な毅総長 ζ るケ…ス;えそ

https:j!ltJww8.cao，go.jp/sho世草昌i!s世ishinfjir母i/立語草器-S!l.ldy;htm!

t主障害者差別解消法の概要や降客特性ごとの「合理的配慮の提供jに関する
事例等を知りたい方1事こちら

容認時務総長壁j誇iこた幾母、i治3京、京イト
https:!/shoug車i!>h昌4昌b苦tuk昌i5nol.l.喜弘jp!

18自治体の相談窓口
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-障害のある人i;!:、社会の中にあるバリアによって生活しづらい場合が

あります。

・鰐警のある人から、社会の中にあるバリアを取り除くために何らかの

対応を必要としているとの意思が示されたときには、負鐙が震すぎな

い範屈で対応することが戒められます@

• r合理的配慮の提供jに当たっては、障害のある人と事業者が話し合・
い、お互いに理解し合いながち共に対応案を検討することが護主主です。

@本法における「障害者1とは、際害者手緩を持っている人のこと

だけではありません。

@身体障害のある人、知的欝容のある人、精神障害のある人(発達

障害や寓;欠脳機能障害警のある入も含まれます}、その他心や体の

はたらさに障害{繁務等lこ起因する障害も含まれます)がある人

で、障害や社会の中にあるバリア!こよって、臼常生活や社会生活

に相当な制限を受けている入金てが対象です(障害のあるこども

も含まれます)。

ず F若宮E室約 ~è綴め提供J ;~ついで“，j 4ページ活替問者

14 

{事業者l
e本法における f事業者jとは、商業その他の事業を行う企業や窃体、底舗であり、目的の営利・
非営利‘個人・法人の別を筒わず、同じサービス等を反復継続する意思をもって行う者となります0

・個人事業主やボランティア活動をするグループなども I事業者jに入ります。

@教育、医療、福祉、公共交通等、白常生活及び社会生活全障に係る分野が、広く

対象となります。

援斑用、就柴については、「障害者の底用の促進容に関甲る法律:j{昭和3:5年法樟第t23号Jの定める己と



家ではイヤーマフ宮着用す事ごとか革Zのですが、
申j隠す.，;::と苛害事ので着周古せていませんでした.着用の際lごは声鋳けや

手伝いか必要なので、冒い事でイヤーマフ官使うと先生!~:!'.主主惑ではないで

飛行機か退過すZ時間帯は大体決まっていZので、ぜの擦12は、先生鮮イ

ヤーマフの着閉め声掛けや古手惜い苦します.まだ、音声教材申使用予イ

ミシグ12ついT右自ei宜苦行う己とがず普ます.

わかりまじだ.ごピ宅10イヤーマフ官持つでいかせ、先生fjI揖手伝いしでく

れ苦からね、 と富って苫をます.

場合理的配慮i革、障害のあ吾人にとっての社会的なパIjアを除去す吾ことが白的で

すので、ある方法について実施することが鴎殺な場合であっても、 s'Jの方法o'社
金的なバリアを取り除くことがo'きないか、実現可能な対応援を障害のある人と

事業者等がー絡におって考えていくことが露宴です。

・このためには、例えぽ、普段本人が行っている対策や、事祭奮が今ある設備で活

用できそうなものなど、情報を共有し、双方がお宝いの状況の理解に努め、柔軟

に対応策を検討することが重要です。

15 

f i::倒えr;f次のような例i立合理的配慮の援供義務に反しないと考えられます。!

・飲食底lこおいて食事介助在求められた場合lこ、その飲宣底{主主事介助を ! 
事業の一環として行っていないことから、介助を断ること。 語性 u. 
(必要とされる範箇税制勝iこ付随するものに限られることの観点) __ ~(i いi01 

';，.o."，.....___ ~_ 
・勉選販売を行っている限定蹴!こっ問、腿申込みの手続を行うこと ;ベ安穏;fj 
が難しいことを理由に、当叡高畠をあらかじめ別法確保しておくよう*潤iも 欝;:jr.:iI 

if :".'1. llU魚_ Aillll I 
められた場合に、対応を斬ること。'¥出.，Y1t、世匹、I・i 
{障害者で同との蛾恥て同等の機会の提供を受町めのもの j 
であることの鶴点}

k 涼上記はあ〈までも考え方のー仰で畠リ、実際にはil!l~Uに判断する必要があリます。 J

• r過鑑な負担jの有無については、極限の事案ごとに、以下の要繋等を考慮し、
異体的場面や状況に応じて総合的・容量量的に判断することが必要です。

号事務・事業への影響の程度{事務・事業めB的・内容・槍能を損なうか杏か)

② 実現可穏性の程自主(物理的・按術的部約、人的・体制よの制約}

@ 費用・負担の程度

③ 事務・事業規模

⑤ 財政・財務状況

車椅手での事加ですね~のアーテイストのコンサート由通常原は立見席の

みどなって車リ、通常席エリア官自由12動せ図ったリ、飛んだり跳ねたりせ

れ吾参加者が大勢いSっしゃいます.己申だめ、バランス在感しだ拳加者が

車椅子~J用者の古I己倒れごんですtfをすれ害事それが毒リます勘

値段ば高くな廿ますが、持Z~I曹世古他r:J)参加者とぶつが喜心配宅寄りません

し‘通常席I~はない特典宅事りますがいかがでl，ょうか.

特別席のチケvトは値段が高い即で隣人が重量しいです.車精子で宅通常席
I~事加で苦吾よラな手段は何かないでしょラか.

通常席で0)4器加かできZな吉、他自立昆庫の参加者0)よラ12通常席エリア

でおぢ2官白虫10動幸田れ者くて古橋いません，

ぜれでは、例尤l;t通常席のエリア内吉一野区切って車椅子同Zペース官設け

ll~ ととし、ぜのスペースでコシガート吉鑑賞していただくといラのはいかが

でしょうか.他の参加者 12'古書声がけをむτ、車椅子用ヱベ-Ãl~~~]電い

ただけZよヲiO民知苦します.

己の方法ですと、 i邑常席エリア内で車ぢ=右移動す苔=とは畿しくなリます
が、他∞参加者~J3eっかE可能性宅低く控圭ので、安全性宮被保した上ず、

通常席12参加して宅唱え吾と患います.

車椅子同スベーλての援貰で智大丈夫です.通常席て鑑賞で壱吾ょうで安

心しまじた.



@鰭密審墾l'J~解消法で[孟陣容を理由とする f不当な鐙倒的宿扱いj を穣止しています。

e会察や窓舗などの審議蓄や、隠・都進府燦・市町村などの行政機鎚聖書において話、例えl耳I陣容があ畠j
という理由だけで儲・サービス、各種種金の義侠を値苔したり、ぞれらを提侠す畠lこ当たって場所・跨
綿稽等をE開眼したりするなど、 f隈容のない人と異なる取銀いjをするζとにより揮者喜唱うある人を不利に

録うことのないようにしなければなりません，

・具体的には、

① 行政機燭容や事業者が、

② その事務又l孟事難在行うに当たり、
③ 鱒害在理由として、

③際審者でない者とt捕して、
③ 不当な(iE諮な理由のおい)麓1m号取扱いをすること
等により、障害のある人の権利利益を侵害することが禁止されています。

障害if.串ることを瑳由として、障害明あ
る人iこ封してー需に雫週の躍を下げる

@障害のある人に対する緯審査理由とした築なる取扱いに fE当な理由があるJ ~ 
場合、すなわち当接行為が Cci@野も
⑦ 客観的に見て正当な自的の下に行われたものであり、 行 ζ_~!
③ その目的に照らしてやむを樽ないと蓄え吾場合

i手「不当な瑳倒的思緩いjにはなりません。
• r正当な理由jに棺当するか否かについては、留lIUの事案ごとに、
-隊替替、事幾替、第三者の権現j純益

{例.安全の確保、財産の保全、事業のEll)¥j.内容・総量Eの維持、損害発生の防止等1
.行政舘閣等の事務・事業の呂的・肉8・線能の縫鰭
等の観点から、異体的機置や状況!こ応じて総合的‘軍事観的に判断する必繋があります。

/官僚えば次のような例は正当な理由があるため、不当な差別的取扱いに毅当しないと考え5れます~ : 
@実習を伴う議Iil!において、実習に必要な作業の遂行上具体的な危険の発生が見込まれる障害特

性のある簿害者に対し、当量草案習とは別の実習を訟定すること.(障害者本人の安全確保の観点}

[]法令の内容と緯容の特性等について緩解しましょう

円滑なやり取りのためには、法令やF章容に関する理解が重要です。主な障害特性や合理的配慮の
異体罰等についてあらかじめ確認しておきましょう。

@内閣府のポータJ~サイトでは、障害者空手前解消法の銃婆や、障害特性ごとの「合理的配慮の鍵喰j

に関する事例等を紹介していますz

口障害のある人にとってのパげとなる設内側一JI-~マニュアル、蹴
等がないか確認しましょう

主な障害特性や合遜的R露の具体例等について確認したら、障害のある人へのすーピス提供等を
実質的に制限してしまうようなルールがむいか、社内マニコアル等を改めて見直しておくことも

鍾婆です。事た、障害のある人から申出があった場合には、 A-I~を理由に一律お断りをするの
ではなく、その都度入柔軟に対応を検討しましよう。

合理的配揺が援供しやすくなるよう、施設や設備の見直しを行うことも有効です。

@マニュア)l，の克直しゃ研修の実路等のソフト茜の対応や、施設のバリアフリー佑等のハ-~菌

の対応といった、合理的配援を的確に行うためにL不特定多数の障害者を対象として行う事前

改善籍軍のことを「環境の整備jといいます <r環鏡の整備Ji立努力襲務)。
@内組府のポーヲJJ，サイトでは f環境問慈備iの事例についても紹介していますc

口組による稽互理解と、共に解決策を検討することの大切さを理解しま

しよう

欝警のある人の障害特性や鰐llUの状況によって、必喜Eな対応は異なります。障害のある人と事業
考古Fn穏を混じてお互いに翠箆与金どL障害のあ奇人にとっての社会的なバリアを除去するため
の対応震を共に検討してい〈ことの麓塁悪性在、皆で共有しましようa

口社内で相談対応ができるよう備えましょう

簿警のある人等から栂裁を受けたときに対応す

る4B談窓口を事官官に決めておき、結続的危対応
がで古るようにしましょう。棺設窓口は、既存

の顧客格談窓口や、担当者でも篤いまぜんp

16 

• r正当な理由がある場合jの判断i立、鶴別のケースごとに行うことが隻襲です。
.11畠去に同じようなこと古であったからJf世間一般にはそう思われているからJといった理由で、目標に判
断をfまうζとI章、 f正当な翠自がある場合jにl孟鍍当しません。個別の事業ごとに、異体的堤富や状況に
応じで、判断をす吾ことが必要です。

・また、そのためには、障害のある人に対し、 i圏g!JO)事情や、認援が必婆か等の確認を行うことが有効で亨e

i長障宮者、事業者、第三者ロラ権利利出簿の観点在判断するためや、 1岳理的配慮の提供民主的に必要な範屈で、プライバシーに
記惑しながら、陣窪田ある人に陣蓄の状況等在確認することは、不当な護i1U的E組互いには諒当しません.

ベースメーカー古利用寸れてい吾方からスポ-~:Jムへの入金申込品炉あり

ました.

プログラム!こ拳加す吾=とで身体i;:負担がかかり体調不良になってしまわない

か不安です，

障害のあ軍人の安全のZ童保の定め1:は、入金吉お断りした方かょいとa屯ラので

すが、 ごめよう在場合宅、「不当な差別的取扱いJ 1:当た吾のでしょヲかワ

eペースメーカーを利用されている方について、一律に判顕在せず、個slj事情をよく罰いたよで判断す
ることが大切ですa

eこの1rJでは、 fベースメーカーを革IJ用している汚は全て、ジム1"還動することで体調不良fこなる可諮
性が高い。したがって、一律ジムへの入金はお断りした方が良いのではないかJと判断しており、問
題があります@

@例えば、 f普段はどのような運動をしていますかJr主治医iこ参加可能な
プログラムについてご相談いただけますかjなどの対話を行って、利用

者の健康状態や普駐の運動への取絶状況等を具体的に確認してみましょ

う。その上守、個別の事情を踏まえて、その方の安全確保上、制限が必

~と判断された場合にのみ、必要な程度で、プログラムへの替加を制限

するといった対応を行うことが必要です。

-事業を所管する園の行政機織l孟、事業者が適切に対応できるようにするために、不当な差別的耳Rm~、や合

王室的配慮の異体1ilJを盛り込んだ「対応鰐針jを定めることとされています。事集者は「対応指針j在参考
にして、縛害者差別の解消に向11て自主的に取り組むことが期待されています。
@事業者が)xi律に反する行為を繰り返し、自主的なdt蕃を期待することが困量産な場合等に{草、国の行政機関

に報告を求められたり、助雷、指導若しくは勧告をされる場合があります。

・事業者の事業を所管する留の行政機関の作成した f対応指針jについては、下記の':1イトに掲援しています@
合理的配慮の奥体伊jや業種ごとの留意事項等在確認する憾には I対応指針lもあわせて参照しましょう。

c:;，内閣総HP(槌係府省庁所管事務分野における対応指針)
https:l!wW'N8.cao‘go.jp/shougal/suishln/sab球 allt昌loshishi円、html
ゆ相談窓口一覧

https:llwww8_，却go.jp/shcugalゐむishin!sab母kai/pdf/s∞d畠悶Itaio民主hlshi九pdf

車椅子の方l立、伺も変わっていない
変わったのは、あくまでも周揮の環境

除
0:社会モデ!I，J0)考え方に塞
づけば、「階段iという障壁{バ
リア)があることで尊梅子の
方iζf偉害jが丘じているこ
とになります



穴阪府警察本部交通総務課

安全運転管理者制度についてご寄じですか

事業者が主体的に交通安全の確保を図るための制度で、自動車の使用者〈事業主など〉
は、台数に応じて必要な安全運転管理者等を選任し、 15日以内に届出しなければなら
ない義務があります。(道路交通法第74条の3第1項、第5項〉

20台以上40台未満 I . 1人以上

乗車定員11人以上の
自動車の揚合は1台

その他の自動車の揚合は5台 I 1人
※大型自動二輪車、普通自動二輪

車はそれぞれ0.5台計算

40台以上60台未満

60台以上80台未満

80台以上100台未満

2人以上

3人以上

4人以上

以降、 20台毎に1人を加算する

同じ法人であっても、部署の所在地ごとに、別の事業所として選任・届出が必要です。
まだ、同じ所在地にある部署であってち、使用者〈事業主など〉ごとに、別の事業所
として選任-届出が必要です。

安全運転管理者等を選任しなかった揚合、選任義務違反として罰則 (50万円以下
の罰金〉があり、法人等に対しでも罰則 (50万円以下の罰金〉があります。

安全運転管理者は、事業所の運転者に対レ、安全運転に必要な次の業務を行わなければ
なりません。また使用者〈事業主など〉は、安全運転管理者に、必要な権限を与えなけ
ればなりません。

0運転者の適性などの把握 O運行計画の作成 O交替運転者の配置
0異常気象時の措置 O点呼と日常点検 O運転前後の酒気帯びの有無の確認
O酒気帯びの有無の確認内容の記録と記録の保葎 (1年間〉
0運転日誌の備え伯け O安全運転指導

※道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令により、令和5年12月1日からアルコール検知器を
用いて酒気帯びの有無の確認を行うこと及びアルコール検知器を常に有効に保持することを適用するこ
ととされた。

l吏用者〈事業主など〉は、安全運転管理者等に、法定講習 (6時間〉を毎年受講させる
義務があります。(道路交通法第74条の3第9項〉
※講習は「公安委員会に届出をしている安全運転管理者」のみが受講できるものです。
冒出警察署が指定する講習日の約1か月前に講習通知書が送付されます。指定講習日に
受講できない揚合は、届出警察署交通課交通総務係ヘご相談ください。
議習手数料は、講習通知書とともに送付される納伺用紙で、あらかじめ指定金融機関で
の払い込みが必要です。

・届出・問合せ先
事業所の所在地を管轄する警察署の交通課
または大阪府警察本部交通総務課 (06-6943-1234)
平日 (1木日を除く月曜日から金曜日まで〉の午前9時から午後5時45分まで
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告豊富自彊に注意が集中して視野が狭く立ることで、 j雷留の状況や危険!こ

気づくことが避れてしまいます。

購入濃みで人にぶつかったり、車両等にはねられたりすることで、

けがや損害賠償につながる恐れがあります。

運襲警戒心が簿れてしまうことで、「ひったくりJや「不審者j に狙われ

やすく本ります。

18 



あなたは、スマートフォンを操作しなが5
歩いたり、車両を運転していませんか?

スマートフォンは、必守安全な場所で

止まってか5操作をしましょう。

19 
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介護サービス事業者様

大阪府福祉部高齢介護室介護事業者課長

介護サーピス利用者の体調急変時における救急搬送時の付き添いについて(通知)

日頃から本府高齢福祉行政の推進にご協力いただき、厚くお礼申し上げます。

先般の介護サービス利用者の体調急変時における救急搬送時の付き添い等についてのア

( ンケートにご協力いただきあ6がとうございました。
アンケートの結果、多くの介護サービス事業所等において、利用者の救急搬送が必要と

なった場合に、病院や救急隊員からの要請を受けで、職員が付き添いを行っていることが

わかりました。

事業所等におし)ては、利用者が適切に医療処置を受けることができるように対応する必

要があると認識され緊急搬送時に付き添いいただいておりますが、一方で、事業所等の人

員体制等によ mつては、必ずしも付き添いができない場合があることも想定されます。

そのため、先般、府健康医療部から、改めて救急搬送先となる医療機関に対して、救急

搬送時に付き添いを求める際には、事業所等の実情を踏まえて過度な負担を求めることが

ないよう配慮を求めたところでございますのでご承知おきください。

また、医療機関が付き添いを求める理由には、利用者の既往歴等の情報把握があること

から、予め、事業所等が利用者の既往歴等をまとめておき、 a救急隊員に情報提供すること

でスムーズな対応が可能となる事例もありますので、事業所等においては、利用者の体調

f 急変に備え、日頃より、利用者の既往歴等を把握いただき、)jiJ紙をご、参考にまとめておい

てくださいますようお願いします。

なお、同様の内容で既にまとめている場合は、改めて別紙を作成していただ、く必要はご

ざいませんことを申じ添えます。

【問合せ先】

大阪府福祉部高齢介護室介護事業者課

居宅グループ。

電話:06-6944-7099 (直通)
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別紙

記入日: 年月 日
参考様式

情報提供日: 年 月 日 ※この様式は参考様式です。

追加等は自由で、す。

情報共有シート

氏名 性別 男・女 生年月日

血液型 M'T'S 年 月. 日

住所 電話

. 

入所日(サービス利用開始日) 年 月 日

《家族構成・家族関係>>

緊急連絡先① 緊急連絡先②

氏名 続柄 氏名 続柄

電話 電話

《生活歴》

<<職歴>>

¥ヨト

<<病歴>>

4かかりつけ医出

病院名 ※おおむね1年以内に受診歴のある病院

住所

電話番号:

《自己負担割合》 3割・ 2割・ 1割・生活保護受給者
. 

アせスメントシート

1.基本情報

①障がい高齢者の日常生活自立度

②認知症高齢者の日常生活自立度

③身体障がい者障がい程度等級

@介護認定

2.既往歴・現病歴

現状 留意点等(主治医等からの指示等)

3.病気・障がい・服薬

王見状 留意点等(主治医等からの指示等)

①現在の病気:

②内服薬等:

①病気の状況や障がいの状況(まひや拘縮等): 

④医療的処置・通院:

⑤感染症( 有・無 )内容:

@食物・薬物アレルギー( 有・無 )内容:

⑦リハビリテーシヨン:



N 
N 

4.終末期の希望

【本人の希望]

-できだけ救命、延命をしてほしい

口希望する 口希望しない口わからない

-苦痛をやわらげる処置なら希望す吾

口希望する 口希望しない 口わからない

-なるべく自然な状態で見守ってほしい

ロ希望する 口希望しない 口わからない

-心肺蘇生を望む

口希望する 口希望しない 口わからない

-最期を過ごしたい場所

口病院口入居施設口その他(

-その他の希望(

[家族等の確認]

口有口無

口有口無

口有口無

口有口無

口有口無

口有口無

判 k，一、

ノ


